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新潟県中小企業高度化資金等助成規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

新潟県規則第53号 

新潟県中小企業高度化資金等助成規則の一部を改正する規則 

新潟県中小企業高度化資金等助成規則（昭和43年新潟県規則第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削り、同表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
別表第１（第３条、第10条関係） 

番

号 

貸付金

の種類 

貸付対象者 貸付対象

施設 

利 率 

（年利） 

償還期間

（据置期

間 を 含

む｡) 

据置

期間 

貸付金

の額 

１ （略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

 

（略） 

２ （略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

２

の

２ 

（略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

      
３ （略） 施設集約化事業

を行う事業協同

組合、事業協同

小組合、協同組

合連合会若しく

はこれらの組合

員等（組合員又

は所属員をい

う。以下同じ｡）

（略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

別表第１（第３条、第10条関係） 

番

号 

貸付金

の種類 

貸付対象者 貸付対象

施設 

利 率 

（年利） 

償還期間

（据置期

間 を 含

む｡） 

据置

期間 

貸付金

の額 

１ （略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

（略） 

２ 

 

 

（略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

２

の

２ 

（略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

      
３ （略） 施設集約化事業

を行う事業協同

組合、事業協同

小組合、協同組

合連合会、協業

組合、合併会社

（独立行政法人

中小企業基盤整

備機構法施行令

（略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 
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である特定中小

事業者、企業組

合若しくは協業

組合、協業組合、

合併会社（独立

行政法人中小企

業基盤整備機構

法施行令（平成

16 年政令第 182

号。以下「政令」

という｡)第２条

第１項第２号ハ

に規定する合併

後存続する会社

又は合併により

設立した会社を

いう。以下同

じ｡)又は出資会

社（同号ニ又は

ホに規定する出

資を受けた会社

をいう。以下同

じ｡) 
      

（略） 
      
５ （略） 共同施設事業を

行う政令第２条

第１項第２号イ

に規定する特定

中小企業団体

（以下「特定中

小企業団体」と

いう｡）若しくは

その組合員等で

（略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

（平成16年政令

第182号。以下

「政令」とい

う｡)第２条第１

項第２号ハに規

定する合併後存

続する会社又は

合併により設立

した会社をい

う。以下同じ｡)

又は出資会社

（同号ニ又はホ

に規定する出資

を受けた会社を

いう。以下同

じ｡) 

 

 

 

 

 

 

 
      

（略） 
      
５ （略） 共同施設事業を

行う政令第２条

第１項第２号イ

に規定する特定

中小企業団体

（以下「特定中

小企業団体」と

いう｡）、企業組

合又は協業組合 

（略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 
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ある特定中小事

業者、企業組合

若しくは協業組

合、企業組合又

は協業組合 
      
（略） 

７ （略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

８ （略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

９ （略） 集団化事業を行

う事業協同組

合、協同組合連

合会又はこれら

の組合員等であ

る特定中小事業

者、企業組合若

しくは協業組合 

 

 

 

（略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

10 （略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

（略）   

13 （略） 0.85パ

ーセン

ト 

（略） 

    
14 （略） 0.85パ

ーセン

（略） 

 

 

 

 

 
       
（略） 

７ （略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

８ （略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

９ （略） 集団化事業を行

う事業協同組

合、協同組合連

合会又はこれら

の組合員等（組

合員又は所属員

をいう。以下同

じ｡）である特定

中小事業者、企

業組合若しくは

協業組合 

（略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

10 （略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

（略）   

13 （略） 1.05パ

ーセン

ト 

（略） 

    
14 （略） 1.05パ

ーセン

（略） 



 

 

第
5
9
号
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
平

成
2
5
年
７
月
3
0
日
(
火

)
 

5
 

ト 
     

ト 
     

 
 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の新潟県中小企業高度化資金等助成規則の規定に基づき現に貸し付けている貸付金については、なお従前の例による。 
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告   示 

◎新潟県告示第924号 

生活保護法（昭和25年法律第144号） 第54条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国 

後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護 

法第54条の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

事業者の名称 主たる事務所の所

在地 

事業所の名称 事業所の所在地 指定したサー

ビスの種類 

指定年月日 

株式会社ニチイ

学館 

東京都千代田区

神田駿河台二丁

目９番地 

ニチイケアセン

ター柿崎 

上越市柿崎区馬正面

1159-41ﾖｼｸﾗﾋﾞﾙ２階B

号室 

訪問介護 H25.7.1 

株式会社ニチイ

学館 

東京都千代田区

神田駿河台二丁

目９番地 

ニチイケアセン

ター柿崎 

上越市柿崎区馬正面

1159-41ﾖｼｸﾗﾋﾞﾙ２階B

号室 

介護予防訪問

介護 

H25.7.1 

株式会社ニチイ

学館 

東京都千代田区

神田駿河台二丁

目９番地 

ニチイケアセン

ター柿崎 

上越市柿崎区馬正面

1159-41ﾖｼｸﾗﾋﾞﾙ２階B

号室 

居宅介護支援 H25.7.1 

株式会社コロネ

ットとおかまち 

十日町市子279番

地21 

デイサービスコ

ロネットとおか

まち 

十日町市泉100番地35 通所介護 H25.7.1 

株式会社コロネ

ットとおかまち 

十日町市子279番

地21 

デイサービスコ

ロネットとおか

まち 

十日町市泉100番地35 介護予防通所

介護 

H25.7.1 

株式会社コロネ

ットとおかまち 

十日町市子279番

地21 

ヘルパーセンタ

ーコロネットと

おかまち 

十日町市子279番地21 訪問介護 H25.7.1 

株式会社コロネ

ットとおかまち 

十日町市子279番

地21 

ヘルパーセンタ

ーコロネットと

おかまち 

十日町市子279番地21 介護予防訪問

介護 

H25.7.1 

株式会社コロネ

ットとおかまち 

十日町市子279番

地21 

コロネットとお

かまち 

十日町市子279番地21 居宅介護支援 H25.7.1 

株式会社プロフ

ァーマ 

魚沼市四日町 50

番地１ 

いなほ調剤薬局

東店 

魚沼市四日町21番地１ 居宅療養管理

指導 

H25.6.1 

株式会社プロフ

ァーマ 

魚沼市四日町 50

番地１ 

いなほ調剤薬局

東店 

魚沼市四日町21番地１ 介護予防居宅

療養管理指導 

H25.6.1 

社会福祉法人長

岡三古老人福祉

会 

長岡市福住１丁目

７番21号 

グループホーム

けやきの杜 

長岡市上野町1059番地

２ 

認知症対応型

共同生活介護 

H25.6.1 

社会福祉法人長

岡三古老人福祉

会 

長岡市福住１丁目

７番21号 

グループホーム

けやきの杜 

長岡市上野町1059番地

２ 

認知症対応型

通所介護 

H25.6.1 
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社会福祉法人長

岡三古老人福祉

会 

長岡市福住１丁目

７番21号 

グループホーム

けやきの杜 

長岡市上野町1059番地

２ 

介護予防認知

症対応型共同

生活介護 

H25.6.1 

社会福祉法人長

岡三古老人福祉

会 

長岡市福住１丁目

７番21号 

グループホーム

けやきの杜 

長岡市上野町1059番地

２ 

介護予防認知

症対応型通所

介護 

H25.6.1 

有限会社やまと

調剤薬局 

南魚沼市浦佐330

番地３ 

やまと調剤薬局 南魚沼市浦佐5278番地

24 

居宅療養管理

指導 

H25.6.1 

有限会社やまと

調剤薬局 

南魚沼市浦佐330

番地３ 

やまと調剤薬局 南魚沼市浦佐5278番地

24 

介護予防居宅

療養管理指導 

H25.6.1 

社会福祉法人八

海福祉会 

南魚沼市穴地 14

番地１ 

雪椿の里デイサ

ービスセンター 

南魚沼市穴地14番地１ 通所介護 H25.6.30 

社会福祉法人八

海福祉会 

南魚沼市穴地 14

番地１ 

雪椿の里ショー

トステイ 

南魚沼市穴地14番地１ 短期入所生活

介護 

H25.6.30 

社会福祉法人八

海福祉会 

南魚沼市穴地 14

番地１ 

雪椿の里デイサ

ービスセンター 

南魚沼市穴地14番地１ 認知症対応型

通所介護 

H25.6.30 

社会福祉法人八

海福祉会 

南魚沼市穴地 14

番地１ 

雪椿の里居宅介

護支援事業所 

南魚沼市穴地14番地１ 居宅介護支援 H25.6.30 

社会福祉法人八

海福祉会 

南魚沼市穴地 14

番地１ 

雪椿の里デイサ

ービスセンター 

南魚沼市穴地14番地１ 介護予防通所

介護 

H25.6.30 

社会福祉法人八

海福祉会 

南魚沼市穴地 14

番地１ 

雪椿の里ショー

トステイ 

南魚沼市穴地14番地１ 介護予防短期

入所生活介護 

H25.6.30 

社会福祉法人八

海福祉会 

南魚沼市穴地 14

番地１ 

雪椿の里デイサ

ービスセンター 

南魚沼市穴地14番地１ 介護予防認知

症対応型通所

介護 

H25.6.30 

株式会社ＳＢＦ

コーポレーショ

ン 

上越市木田２丁目

15-14 

ショートステイ

あさひ 

上越市日之出町12番地

１ 

短期入所生活

介護 

H25.7.1 

株式会社ＳＢＦ

コーポレーショ

ン 

上越市木田２丁目

15-14 

ショートステイ

あさひ 

上越市日之出町12番地

１ 

介護予防短期

入所生活介護 

 

H25.7.1 

 

 

 

 

 

◎新潟県告示第925号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永 

住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生 

活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定介護機関から次のとおり変更した旨の届出があった。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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事業所の名称 事業所の所在地 変更事項 変更年月日 

旧 新 

アイン薬局南本町店 上越市南本町２丁

目２番12号 

トモエ薬局南本町店 アイン薬局南本町店 H25.6.1 

魚沼病院居宅介護支援

事業所 

小千谷市城内４丁

目１番38号 

在宅介護支援センター

魚沼病院 

魚沼病院居宅介護支援

事業所 

H21.4.1 

村上総合病院居宅介護

支援事業所 

村上市田端町２番

17号 

在宅介護支援センター

村上総合病院 

村上総合病院居宅介護

支援事業所 

H23.7.1 

上越総合病院居宅介護

支援事業所 

上越市大道福田200

番地１ 

上越市大道福田148番

地１ 

上越市大道福田200番地

１ 

H22.6.11 

訪問看護ステーション

テンダー上越 

上越市大道福田200

番地１ 

上越市大道福田148番

地１ 

上越市大道福田200番地

１ 

H22.6.11 

糸魚川総合病院地域包

括支援センター 

糸魚川市竹ケ花457

番地１ 

糸魚川市竹ケ花418番

地１ 

糸魚川市竹ケ花457番地

１ 

H24.12.10 

居宅介護支援事業所き

たはら 

十 日 町 市 中 条 己

2958番地 

十日町市在宅介護支援

センターきたはら 

居宅介護支援事業所き

たはら 

H25.6.1 

栃尾郷診療所居宅介護

支援事業所 

長岡市栄町２丁目

１番50号 

長岡市在宅介護支援セ

ンター栃尾郷診療所居

宅介護支援事業所 

栃尾郷診療所居宅介護

支援事業所 

H23.4.1 

あるぷす南魚沼店 南 魚 沼 市 六 日 町

801-9 

南魚沼市六日町809-1

太陽ビル１F 

南魚沼市六日町801-9 H25.7.1 

柏崎総合医療センター

居宅介護支援事業所 

柏崎市北半田２丁

目11番３号 

刈羽郡総合病院居宅介

護支援事業所 

柏崎総合医療センター居

宅介護支援事業所 

H24.4.1 

 

 

◎新潟県告示第926号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永 

住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生 

活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定介護機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

事業者の名称 主たる事務所の

所在地 

事業所の名称 事業所の所在地 廃止したサービ

スの種類 

廃止年月日 

株式会社コロネ

ット 

富山県富山市清

水中町４番１号 

ヘルパーセンター

コロネット 

十日町市子279番地

21 

訪問介護 H25.6.30 

株式会社コロネ

ット 

富山県富山市清

水中町４番１号 

ヘルパーセンター

コロネット 

十日町市子279番地

21 

介護予防訪問介

護 

H25.6.30 

株式会社コロネ

ット 

富山県富山市清

水中町４番１号 

デイサービスコロ

ネット 

十日町市泉100番地

35 

通所介護 H25.6.30 

株式会社コロネ

ット 

富山県富山市清

水中町４番１号 

デイサービスコロ

ネット 

十日町市泉100番地

35 

介護予防通所介

護 

H25.6.30 

株式会社コロネ

ット 

富山県富山市清

水中町４番１号 

コロネット十日町 十日町市子279番地

21 

居宅介護支援 H25.6.30 
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株式会社エム・

ビィ 

上越市西本町三

丁目５番９号 

糸魚川薬局 糸魚川市大和川1268

番地 

居宅療養管理指

導 

H25.6.30 

株式会社エム・

ビィ 

上越市西本町三

丁目５番９号 

糸魚川薬局 糸魚川市大和川1268

番地 

介護予防居宅療

養管理指導 

H25.6.30 

株式会社エム・

ビィ 

上越市西本町三

丁目５番９号 

そよかぜ薬局 上越市東雲町１丁目

６番13号 

居宅療養管理指

導 

H25.6.30 

株式会社エム・

ビィ 

上越市西本町三

丁目５番９号 

そよかぜ薬局 上越市東雲町１丁目

６番13号 

介護予防居宅療

養管理指導 

H25.6.30 

 

 

◎新潟県告示第927号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、出雲崎町の特定計量器定期検査を次のとおり実施

する。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 検査の対象となる特定計量器 

 計量法施行令（平成５年政令第329号）第10条第１項第１号に規定する特定計量器 

２ 定期検査を行う期日、場所及び区域 

検査日時 検査場所 検査区域等 

 ９月９日（月） 午前10時から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

出雲崎町役場裏車庫 出雲崎町全域  

９月10日（火） 出雲崎町海岸公民館 

９月11日から平成

26年３月15日まで。

ただし、土・日曜日

及び祝日並びに12

月30日、31日、１月

２日、３日を除く。 

午前９時30分から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

新潟県計量検定所 上記の未受検者 

特定計量器の所在の場所 特定計量器検定検査規則 

（平成５年通商産業省

令第70号）第39条第１項

に規定する特定計量器 

 

３ 実施機関 

 新潟県指定定期検査機関 一般社団法人新潟県計量協会 

 

 

◎新潟県告示第928号 

家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第８条第１項の規定により、農林水産大臣から次のとおり種畜証明書

の交付をした旨の通報があった。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

種畜証明書番号 名前 品種 等級 飼養者の住所・氏名 

31215020001 ボルダー コーベ 09 ヤ

マダ ４-1357 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020002 コーベ エクスプレス 08 

ヤマダ ２-143 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020003 エクスプレス コーベ 09 

ヤマダ １-212 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020004 ディッシヤム ナマ サクラ 

07 ヤマダ １-171 

バークシャー種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 
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31215020005 ボルダー コーベ 09 ヤ

マダ ４-1356 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020008 コーベ エクスプレス 08 

ヤマダ ２-139 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020009 サキ 10 ヤマダ ４-212 ランドレース種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020012 アレックス 11 ヤマダ ６

-022 

ランドレース種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020010 エクスプレス マリリン 08 

ヤマダ ４-166 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020011 エクスプレス コーベ 09 

ヤマダ ２-096 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31215020014 ゾック ウルフ 11 ヤマダ 

８-069 

大ヨークシャー種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31315020001 ウルフ ゾック 10 ヤマダ 

１-863 

大ヨークシャー種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31315020002 ウルフ ゾック 10 ヤマダ 

１-867 

大ヨークシャー種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31315020003 コーベ エクスプレス ヤマ

ダBF ７ 059-04 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31315020004 コーベ エクスプレス ヤマ

ダBF ７ 059-06 

デュロック種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

31315020005 ロンス アレクサンダー 11 

ヤマダ ３-521 

ランドレース種 ２級 中魚沼郡津南町 

山田 芳男 

10311411243 菊花美２ 黒毛和種 １級 十日町市 

十日町農業協同組合 

11218446659 奥勝栄 黒毛和種 １級 上越市 

新潟県笹ヶ峰放牧場利用組

合 

 

 

◎新潟県告示第929号 

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のとおり保安林の指定をする。 

平成25年７月30日 

新潟県知事    泉 田  裕 彦 

１ 保安林の所在場所 

新潟県佐渡市石名 1227の８ 

２ 指定の目的 

    土砂の流出の防備 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐は、択伐による。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び佐渡市役所に備え置いて縦覧に供

する｡) 
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◎新潟県告示第930号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業計画を適当と決定したので、平成25年７月31

日から平成25年８月27日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成25年７月30日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

事業主体の所在 

・名称 
地区名 事業名 

新規変

更の別 
縦覧の書類 縦覧の場所 根拠条文 

南魚沼市 

南魚沼土地改良区 
礫石 

農業用用排水施設整備

（県単農業農村整備「か

んがい排水」）事業 

新規 

土地改良事業

計画書の写し 

定款の写し 

南魚沼市役所 第 48条 

１ この決定について異議があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知事に申し出るこ

とができる。 

２ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（決

定について異議の申出を行った場合は、当該異議の申出に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内）に、新潟県を被告（訴訟においては知事が被告の代表者となる｡)として新潟地方裁判所にこ

の決定についての取消しの訴えを提起することができる。 

 

◎新潟県告示第931号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業計画を適当と決定したので、平成25年７月31

日から平成25年８月27日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成25年７月30日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

事業主体の所在 

・名称 
地区名 事業名 

新規変

更の別 
縦覧の書類 縦覧の場所 根拠条文 

南魚沼市 

南魚沼土地改良区 
角畑 

農業用用排水施設整備

（県単農業農村整備「か

んがい排水」）事業 

新規 

土地改良事業

計画書の写し 

定款の写し 

南魚沼市役所 第 48条 

１ この決定について異議があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知事に申し出るこ

とができる。 

２ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（決

定について異議の申出を行った場合は、当該異議の申出に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内）に、新潟県を被告（訴訟においては知事が被告の代表者となる｡)として新潟地方裁判所にこ

の決定についての取消しの訴えを提起することができる。 

 

◎新潟県告示第932号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定により、上越市の一部を受益地域とする県営中江

北部第２地区区画整理（ほ場整備「担い手育成型」）事業計画の変更をしたので、関係書類を次のとおり縦覧に供

する。 

平成25年７月30日 

新潟県上越地域振興局長 

１ 縦覧に供する書類の名称 

 県営土地改良事業変更計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

 平成25年７月31日から平成25年８月27日まで 

３ 縦覧に供する場所 

 上越市役所 

４ その他 

(1) この土地改良事業計画について不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知

事に審査請求をすることができる。 

(2) この土地改良事業計画について不服があったとしても、土地改良事業計画についての取消しの訴えを提起
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することはできない。取消しの訴えを提起することができるのは、土地改良事業計画についての審査請求に

対する決定に対してのみである。 

 

◎新潟県告示第933号 

国土調査法（昭和26年法律第180号）第19条第２項の規定により、次のとおり国土調査の成果を認証した。 

平成25年７月30日 

新潟県知事 泉 田  裕 彦 

１ 調査を行った者の名称及び地域 

２ 認証年月日 

  平成25年７月18日 

 

◎新潟県告示第934号 

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量

を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 基本測量（防災対策地域水準測量） 

２ 作業期間 平成25年９月１日から平成25年10月31日まで 

３ 作業地域 長岡市 柏崎市 刈羽郡刈羽村 

 

◎新潟県告示第935号 

河川法（昭和39年法律167号）第17条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について 

次のとおり協議が成立した。 

 なお、関係図書は、新潟県三条地域振興局地域整備部において縦覧に供する。 

平成25年７月30日 

新潟県三条地域振興局長 

１ 河川の名称 

 一級河川信濃川水系西川 

２ 河川管理施設の名称または種類 

 西川右岸堤防 

３ 河川管理施設の位置 

 燕市吉田本町1136番地先から燕市吉田本町22番１地先まで 

調査を行った者の名称 

 

成果の名称及び地域 

 

新潟市 新潟市西蒲区の地籍図及び地籍簿 

矢島、押付の各一部 

小千谷市 小千谷市の地籍図及び地籍簿 

大字西中、谷内、池ヶ原、池中新田の各一部 

村上市 村上市の地籍図及び地籍簿 

雷の一部 

村上市 村上市の地籍図及び地籍簿 

九日市、牧目の各一部 

村上市 村上市の地籍図及び地籍簿 

関口の一部 

燕市 燕市の地籍図及び地籍簿 

吉田中町、吉田大保町の各一部 

刈羽村 刈羽村の地籍図及び地籍簿 

大字滝谷、滝谷新田、入和田の各一部 

刈羽村 刈羽村の地籍図及び地籍簿 

大字井岡の一部 



第59号 新  潟  県  報 平成25年７月30日(火) 

13 

４ 管理を行う者の名称及び住所 

  名称 道路管理者 新潟県三条地域振興局長 名古屋 祐三  

  住所 三条市興野１丁目13番45号 

５ 管理の内容 

(1) 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む｡)､路肩、道路の付属物その他専ら道路の管理上必要な施設又

は工作物をいう。以下同じ｡)の新設（道路の付属物に係るものに限る｡)､改築、維持又は修繕 

(2) 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１メートルまでの範囲内にあるものについての維持 

(3) 原則として道路専用施設に係る災害復旧 

６ 管理の期間 

  平成25年６月18日から道路の存続する日まで 

 

公   告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県が調達する新潟県住民基本台帳ネット

ワークシステム用代表端末及びネットワーク機器等一式の借上げについて、次のとおり一般競争入札を行う。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

新潟県住民基本台帳ネットワークシステム用代表端末及びネットワーク機器等一式の借上げ 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限 

 ア ラック     平成25年10月15日（火） 

イ その他の機器  平成25年11月29日（金） 

(4) 納入場所 

入札説明書による。 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 交付期間 平成25年７月30日（火）から平成25年８月21日（水）まで（新潟県の休日を定める条例（平成

元年新潟県条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から午後５時15分ま

で 

(2) 交付場所 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

(3) 問合せ等 入札説明書による。 

(4) 入札説明書の返却 

  本入札説明書は、入札終了後、速やかに返却すること。 

  また、一部分でも複写等を行った場合は、当該複写物も含め全て返却すること。 

返却は、５(1)イに定める提出場所に持参または当該場所あての配達証明付きの書留郵便により送付する方

法とする。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 平成25年９月10日（火） 午前10時 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

     新潟県庁入札室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。 

(2) 本調達物品納入後の保守管理体制が整備されていることを証明した者であること。 

(3) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(4) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ



平成25年７月30日(火) 新  潟  県  報 第59号 

14 

とについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(5) ３(1)に定める入札執行日前１年以内に、新潟県との機器等の賃貸借契約において、当該契約の全部又は一

部債務不履行をした者でないこと。 

(6) 新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書（平成25年７月30日以降に発

行された納税証明書であって、未納がないことを証明したものに限る｡)を提出した者であること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、新潟県

知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認められなか

った者は、入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

ア 提出期間 平成25年９月２日（月） 午前９時から午後５時まで 

イ 提出場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班 

ウ 提出方法 本人（法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人の持参とする。 

エ 提出書類及び部数 入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

  本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ

書面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通

知書の交付を受けること。 

ア 通知日時 平成25年９月６日（金） 午前９時から午後５時まで 

イ 通知場所 (1)イに定める場所 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

  次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、５(1)イに定める提出場所をあて先とした配達証明付きの書留郵

便（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)

に定める入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって３(1)に定める入札執行日の前日の午後５時15分ま

でに到着するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

  本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札決定に当たっては、契約希望本体金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額（１に掲げる新潟県住民基本台帳ネットワークシス

テム用代表端末及びネットワーク機器等一式の１か月当たりの賃貸借料をいう｡)に105分の100を乗じて得

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額)｡以下同じ｡)に100分の

５に相当する額を加算した金額に60を乗じて得た金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及

び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望本体金額に60を乗じて得

た額を入札書に記載すること。その他入札説明書による。 

(4) 落札者の決定 

  入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他入札説明書による。 

７ 無効入札 

次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 
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(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

８ 入札保証金 

  契約希望本体金額に100分の５に相当する金額を加算した金額に12を乗じて得た金額の100分の５に相当する

金額以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む）とする。ただし、財務規則第43条

第１号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

９ 契約保証金 

  契約金額（１に掲げる新潟県住民基本台帳ネットワークシステム用代表端末及びネットワーク機器等一式の

１か月当たりの賃貸借料に係るものをいう｡)に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の現金（金

融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む）とする。ただし、財務規則第44条第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、作成者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) その他 

ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日本国

通貨とする。 

イ その他詳細は、入札説明書による。 

ウ この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び賃貸借契約の内容に関しては、財務規則

その他新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県が調達する新潟県ＬＡＮシステム用パ

ーソナルコンピュータ等一式の借上げについて、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受ける

ものである。 

平成25年７月30日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

   新潟県ＬＡＮシステム用パーソナルコンピュータ等一式の借上げ 

(2) 調達案件の仕様等 

   入札説明書による。 

(3) 納入期限 

   平成25年11月30日（土） 

(4) 納入場所 

   入札説明書による。 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 交付期間 平成25年７月30日（火）から平成25年8月16日（金）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元

年新潟県条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から午後５時15分まで 

(2) 交付場所 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

(3) 問合せ等 入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 平成25年９月10日（火）午前11時 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

      新潟県庁入札室 
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４ 入札に参加する者に必要な資格 

  本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。 

  (2) 本調達物品納入後の保守管理体制が整備されていることを証明した者であること。 

(3) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(4) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ

とについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(5) ３(1) に定める入札執行前１年以内に、新潟県との機器等の賃貸借契約において、当該契約の全部又は一

部債務不履行をした者でないこと。 

(6) 新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書（平成25年７月30日以降に発

行された納税証明書であって、未納がないことを証明したものに限る｡)を提出した者であること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

  本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、新潟県

知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

  この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認められなか

った者は、入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

  ア 提出期間 平成25年８月30日（金） 午前９時から午後５時15分まで 

  イ 提出場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県総務管理部情報政策課電子県庁推進班 

  ウ 提出方法 本人（法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人の持参とする。 

  エ 提出書類及び部数 入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

   本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ

書面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通

知書の交付を受けること。 

  ア 通知日時 平成25年９月６日（金） 午前10時から午後４時まで 

  イ 通知場所 (1)イに定める場所 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

   次のいずれかの方法によること。 

  ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

  イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、５(1)イに定める提出場所をあて先とした配達証明付きの書留郵

便（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1) の調達案件の名称及び３(1) 

に定める入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって３(1) に定める入札執行日の前日の午後５時15分

までに到着するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

   本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

  ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

  イ 落札決定に当たっては、契約希望本体金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額（１に掲げるパーソナルコンピュータ等一式の１か

月当たりの賃貸借料をいう｡)に 105分の 100を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額)｡以下同じ｡)に 100分の５に相当する額を加算した金額に60を乗じて得た

金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、契約希望本体金額に60を乗じて得た額を入札書に記載すること。その他入札説明書

による。 

(4) 落札者の決定 
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   入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他入札説明書による。 

７ 無効入札 

  次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

８ 入札保証金 

  契約希望本体金額に 100分の５に相当する金額を加算した金額に12を乗じて得た金額の 100分の５に相当す

る金額以上の現金 （金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む） とする。ただし、財務規則第

43条第１号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

９ 契約保証金 

  契約金額（１に掲げるパーソナルコンピュータ等一式の１か月当たりの賃貸借料に係るものをいう｡)に12を

乗じて得た金額の 100分の10に相当する金額以上の現金 （金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を

含む） とする。ただし、財務規則第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

  ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、作成者の負担とする。 

  イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

  ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) その他 

  ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日本国

通貨とする。 

    イ 契約の停止等 

      本件調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

  ウ その他詳細は、入札説明書による。 

  エ この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び賃貸借契約の内容に関しては、財務規則

その他新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

11  Summary 

  (1) Nature and quantity of the products and services to be hired: 

      LAN-System Personal Computers 

  (2) Time and place of bidding: 

      11：00 a.m. 10, September, 2013 

      Niigata Prefectural Office Building Bidding Room 

      ４－１ Shinko-cho Chuo-ku Niigata City, 

      Niigata,JAPAN 

  (3) For more information ,contact: 

      Information Management Division 

      Department of General Affairs and Management 

      Niigata Prefectural Government 

      ４－１ Shinko-cho Chuo-ku Niigata City, 

      Niigata,JAPAN 

      〒950－8570 

 

 

公聴会の開催の中止について（公告） 
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新潟県都市計画公聴会規則（昭和44年新潟県規則第75号）第５条の規定により、糸魚川都市計画道路の変更の

素案についての公聴会の開催を中止する。 

平成25年７月30日 

新 潟 県 

代表者 新潟県知事 泉田 裕彦 

１ 中止となる公聴会の日時 

 平成25年８月８日（木） 午後２時から 

２ 中止となる公聴会の開催場所 

 糸魚川市役所 203・204会議室 

 糸魚川市一の宮１丁目２番５号 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、気管支ビデオスコープについて、次のとおり

一般競争入札を行う。 

平成25年７月30日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 横山 晶 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  気管支ビデオスコープ ２本 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成25年９月30日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2313 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成25年８月８日（木）午前10時00分 

  新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 
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５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、薬袋プリンタについて、次のとおり一般競争

入札を行う。 

平成25年７月30日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 横山 晶 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  薬袋プリンタ ２式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成25年９月30日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 
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  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2313 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成25年８月８日（木）午前10時20分 

  新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

 

監査委員告示 

◎新潟県監査委員告示第１号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の32第２項の規定により、包括外部監査人の監査の事務を補助する

者について次のとおり告示する。 

平成25年７月30日 

新潟県監査委員  野 上  信 子 

        新潟県監査委員  小 林   林 一 

        新潟県監査委員  桜 井   甚 一 

新潟県監査委員  石 上  和 男 

１ 包括外部監査の事務を補助する者の氏名及び住所 

     氏 名              住     所 

  近藤 浩明  東京都杉並区大宮２丁目 13番 10号 

清水 直隆  東京都文京区小石川１丁目 14番３－404 号 

小池 秀昇  新潟県新潟市中央区幸西１丁目３番１－804号 

丸山 雅弘  新潟県新潟市中央区下大川前通５ノ町 2204番地フェリシア柳都 1103 号 

２ 当該監査の事務を補助する者が包括外部監査人の監査の事務を補助できる期間 

  平成25年８月１日から平成26年３月31日まで 
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